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信用生協五十年史発刊にあたって 

 

 

               消費者信用生活協同組合 

                 理事長 佐藤 浩之 

 

 消費者信用生活協同組合は、くらしの向上を願い、相互扶助の理念に支えられ

た「くらしの相談と貸付事業」を行う生協として、348 人の設立賛同者が一口

500円、総額 174,000円の出資を行い、1969 年に岩手県知事によって設立認可

を受け創立しました。 

 岩手県と青森県の組合員、自治体、弁護士会や司法書士会の法曹関係の皆様、

そして地元金融機関など多くの関係機関・団体の皆様のご支援に支えられ、おか

げさまで創立 50周年を迎えることができました。これまでのご支援に心より感

謝申し上げる次第でございます。 

 私どもは 1980年代にサラ金問題が社会問題化したことから、サラ金問題に取

組む弁護士とともに多重債務相談会の開催や債務整理資金の貸付を始めました。  

そして 1989年に盛岡市と岩手弁護士会消費者問題対策委会、地元金融機関と

の提携による「消費者救済資金貸付制度」を創設しました。 

この制度は政府の多重債務問題改善プログラムにおいて「借りられなくなっ

た人への顔の見えるセーフティネット貸付」のモデルともなりました。その後、

資金使途を生活資金とする「生活再建資金貸付制度」も新たに加わり、岩手県と

青森県の全市町村で運用され現在に至っております。 

今日、多重債務問題は解決に向かいつつありますが、新たに格差拡大に伴う生

活困窮者への生活支援が大きな社会課題となりました。私どもも 2015 年の生活

困窮者自立支援法の施行に伴い、青森県において家計改善支援事業に取組むな

どくらしの変化に対応した新たな取組みも始めているところでございます。 

 この度、これまでの信用生協の歩みについて新聞報道や多くの文献、内部資料

等の調査・分析、そして関係者へのインタビューを通して 50年史として刊行す

る運びとなりました。これも明治大学の小関隆志先生、日本福祉大学の角崎洋平

先生、佛教大学の佐藤順子先生のご尽力の賜物であり、厚く御礼申し上げます。 

半世紀の歴史を振り返ることで社会の変化に対応した信用生協の新たな発展

につなげる機会にできれば幸いと考えております。 

くらしの改善と向上、安心・安全な地域づくりは生協だけでつくりあげること

はできません。引き続き皆様のご指導とご支援をお願いし、組合員を代表しての

50年史発刊にあたっての挨拶とさせていただきます。 
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はじめに 

 

明治大学経営学部 

教授 小関 隆志 

 

このたびは、消費者信用生活協同組合（以下、信用生協）の五十年史を刊行す

る運びとなりました。 

五十年史をまとめたいと考えたのは、ちょうど半世紀の節目だったというこ

ともありますが、それ以外にいくつか理由があります。 

理由の第一は、信用生協の歴史を通じて、日本の金融排除や多重債務の歴史を

みることができるのではないかと考えたからです。日本の金融排除の問題状況

はその時代時代で大きく変容してきましたが、金融排除の問題状況の変容を通

史的に捉え、描き出した研究はこれまでありませんでした。信用生協は半世紀に

わたって金融排除や多重債務問題に正面から向き合い、解決に取り組んできた

という点で極めて特異な存在ですが、特異で例外的な存在としてだけ信用生協

を位置づけるのではなく、信用生協と不可分の関係にある、より普遍的な問題状

況を描き出したいということが、研究者として五十年史に取り組もうとした基

本的な意図です。 

理由の第二は、なぜ信用生協という特異な組織が出現し、半世紀にわたって存

続し得てきたのか、その要因はどこにあったのかを解明したいと考えたことで

す。金融排除や多重債務の問題は普遍的に存在し、永年にわたって様相を変えな

がら続いてきたにもかかわらず、信用生協のような組織は全国に幅広く普及し

てきませんでした。地域固有の事情なのか、組織の構成メンバーや周囲との関係

性によるものなのか、様々な要因があり得ますが、できるだけ詳しく探りたいと

考えました。 

理由の第三は、第二の理由とは一見矛盾するようですが、信用生協のような金

融包摂の事業モデルがどのように日本国内に普及していったのか、そのプロセ

スを確認したいということです。国内で多重債務問題対策が本格化した 2000年

代以降、限定的ながらいくつかの地域において、信用生協をモデルとして、その

知見に学びながら生活相談・貸付事業を展開する生協系の組織が現れました。 

理由の第四は、信用生協の役職員の世代交代が進むなかで、信用生協の歴史の

一端を記録しておくのは今が好機だと考えたためです。信用生協に関しては、

2000～2010年頃にマスコミなどから注目され、多重債務問題との関係で雑誌記

事や新聞記事などに多く取り上げられましたがいずれも断片的な情報にとどま



x 

 

っており、2000年より前に関しては、公開資料がほとんどない状態であり、ま

た近年は雑誌記事・新聞記事に取り上げられる機会も少なくなりました。信用生

協の古い歴史を知る役職員は既に高齢に至っており、このまま放置するとやが

て貴重な歴史が消えていってしまうという焦燥感がありました。 

理由の第五は、この五十年史をまとめる作業を通して、信用生協の今後の展望

を見出したいということでした。近年は信用生協の事業規模が縮小しており、こ

の間いくつかの模索が続いてきたわけですが、信用生協内外の人々が歴史認識

を共有し、原点に立ち戻ることで、今後なすべきことが見えてくることもあるの

ではないか、と思っています。 

 

五十年史は、冊子体と DVDの 2種類とし、紙媒体の冊子体は費用を抑えるた

めページ数を限定するとともに、冊子体に収まらない資料やデータなどは DVD

に収めました。 

冊子体は、第 1部（歴史）と第 2部（記録集）から構成され、第 1 部（歴史）

は、第 1章（通史）と第 2章（各論）から成っています。 

第 1 章（通史）は、主に小関が執筆しましたが、第 4 節は角崎氏との共著で

す。 

第 2章（各論）は、佐藤順子氏（佛教大学）に、いわて生活者サポートセンタ

ーの歴史を整理していただき、角崎洋平氏（日本福祉大学）には、信用生協の意

義・課題・展望を論じていただきました。 

信用生協の歴史を語るうえで、信用生協が設立した NPO法人いわて生活者サ

ポートセンターを欠かすことはできません。金融に狭く限定せず、家計・生活相

談を幅広く受け付け、相談者の生活再生を支援するサポートセンターは、当時き

わめて先進的な試みであり、ギャンブル依存症対策や自殺防止などの活動に影

響を与えてきました。サポートセンターが 2019年に解散したので、その記録を

残しておきたいという意図もあり、1つの章をサポートセンターの歴史に充てま

した。 

 

2019 年から 2020 年までの約 1 年半にわたり、佐藤順子氏と角崎洋平氏、小

関の 3 名で関係者へのインタビューを実施しました。監修していただいた佐藤

浩之理事長、理事・監事の皆様をはじめ、信用生協の役職員の方々から全面的な

ご協力をいただきました。 

特に信用生協の元専務理事で現在、生活相談・貸付事業アドバイザーである上

田正氏には、理事会での合意形成から関係者へのインタビューの手配、資料の収

集、原稿のチェックまで、五十年史の事業全般を取り仕切っていただきました。 

また、船ケ沢堅一専務理事には、各事務所への訪問の際に同行していただき、
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信用生協を取り巻く状況を詳しく教えていただきました。八重畑努常勤理事と

蒲沢薫氏には、総代会資料や経営データなどの資料収集を引き受けていただき

ました。 

信用生協の関係者をはじめ、生活クラブ生協、生活サポート基金、みやぎ生協、

コミュニティケア街ねっと（旧 VAIC コミュニティケア研究所）など、多くの

方々にお時間を割いていただいてお話をお聞きし、貴重な資料を頂戴すること

ができました。ご協力に深く感謝申し上げます。 

また、社史の編纂のご経験が豊富な佐々木聡・明治大学経営学部教授には、本

研究の構想段階においてご助言と資料提供をいただきました。 

 

本研究は、明治大学社会科学研究所の個人研究「消費者信用生活協同組合によ

る多重債務者支援の歴史的展開」（2019－2020 年度）の助成金をいただいて行

ったものであり、五十年史はその記録集として位置づけられているものである

ことを申し添えます。 

 

2021年 2月 
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